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I.課題設定

この論稿は､準実験デザインによる学級晩侯効果研

究のメタアナリシスを通じて､知見の統合と外的妥当

性の考察を行うことを目的とするものである｡

我が国において､ 1958年の｢公立義務教育諸学校の

学級編制及び教職員定数の標準に関する法律｣以降7

次に渡る教敬具定数改善が行われ､特に教育条件･労

働条件の改善としての学級規模の縮小石部陸続的に教育

政策のアジェンダとして存在してきた｡義務教育段階

における県費負担教職員給与費国庫負担分の算出の基

準となる学級焼侯の標準は第5次改善以降40人に据え

置かれているが､近年では､政権党となった民主党が

少人数学級の促進を掲げ､中央教育審議会答申におい

ても35人-の縮減を提言するなど教員定数改善策は

政策的アジェンダとして再論されている｡また第177

通常国会では小学較1年生を対象とした35人学級実施

のための改正標準法案および予算案が提出される見込

みとなっている｡このような背景のもとで研究の文脈

においても､山崎他(2009)などにおいて､新しい計

量的手法によって学級規模の効果に関する実証分析が

報告されている｡

海外に日を転じると､学級規模の効果に関する実証

分析の歴史自体は非常に古く､アメリカでは100年上

もの蓄積が存在する(1)｡実証分析に際して一貫して問

題とされてきたのは､因果的推論(CaWalinference)

であり､近年の施策評価(programevaluadon)の文脈

においても因果的推論を重視した手法が求められてい

る.因果的推論を行う上での王道は､処置(廿e如me血)

を被験者に対して無作為に割り当てる実験的手法であ

るが､社会科学分野においては政策実験が行われるこ
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と自体稀であり､行われるとしてもその厳密な実施は

難しい(2) ｡実行が難しい実験的手法の代替として社会

科学分野の政策分析･施策評価において主流を占めて

いるのは準実験的方法による観察データの分析であり､

1990年代以降の学級規模効果の分析においても方法

の確立･適用が進み､多くの研究が生み出されている｡

もっとも､数々の準実験的方法による学級規模効果

の推定結果には､研究間で一定の幅が存在しており､

また決定的となりうる研究が有るわけではない｡この

ような幅のある既存研究の結果をどのように統合する

のか､あるいは研究間での異質性は何に由来するかと

いう点を考察することは重要な研究課題であると言え

よう｡本稿は､既存研究論文に記載されている効果の

推定値自体をデータとして扱うメタアナリシスと呼ば

れる手法を用いて､これらの課題について答えようと

するものである｡メタアナリシス自体は教育学分野で

は古くから用いられている手法であり､学級飽炭効果

研究を対象としたものとしては､頻繁に引用される

Glass&Smidl(1979)のほかに､ Goldsteinetal.(2000)など

がある｡ただし､これらのメタアナリシスで対象とさ

れているのは､比較的古い時期の実験およびマッチン

グによる研究であり､ 90年代以降に行われた研究を対

象としていない｡その点で本稿はGoldstein et al.(2000)

の知見について対象となる研究を広げつつ､アップデ
ートするものであると言えよう｡

メタアナリシスに基づく本稿の主な結論は以下の2

点にある｡まず第1は､学業成績向上という点での学

級規模縮小の平均的効果は､ 1人あたり+0.01標準偏

差程度であり､モダレートであるということである｡

第2は､学級規模効果の推定値の相違は､分析手法の

選択と少人数学級が実施される環境に依存している可

能性があるということである｡本稿の構成は以下の通

りである｡ 2節では既存研究における準実験的方法に

ついて見た上で､分析のための視点を提示する｡ 3節

ではメタアナリシスの対象となる実証分析について概

観する｡ 4節ではメタアナリシスを行い､ 5節では分析

結果をふまえた考察と含意を述べる｡

Ⅱ,本研究の視点

この節では､施策評価における論点と本稿で行うメ

タアナリシスとの関係を明確にしておきたい｡

まず､ Leamq(201 0)の議論に沿って既存の施策評価

に関する論点を概観しておく｡施策効果について線形

回帰分析の枠組みの中で分析を行う場合､式(1)のよ

うな形となる｡ yは結果に関する変数､ tは処置

(b･eatment)の有無･程度に関する変数であり､またW

は結果に影響を与えうる加法的交絡要因の行ベクトル

である｡式のうちパラメータβが関心の対象となる処

置効果である｡

yLl - α+.L'jiL +wiS+et f1)

処置効果の推定において問題となるのが､交絡要因W

に関する完全なデータがない場合である｡パラメータ

8が非ゼロでなおかつ加法的交絡要因Wと処置変数t

とに相関があるならば､処置効果βはバイアスを持つ

ことになる｡この問題は｢内生性｣の問題として知ら

れている｡無作為に処置を割り当てる実験的手法では

Wとtの相関をなくし､バイアスを除去した推定値を

得ることができる｡しかし､先にも述べたように社会

科学において無作為割り当てを施したデータを得るの

は難しく､観察データのみが利用可能なケースがほと

んどである｡準実験的方法闇現察データという制約の

中で内生性の問題に対処する手法であり､主なものと

しては､操作変数法､ regression discontimity法(以下

RD法) ､パネルデータを用いた方法-固定効果モデ

ルおよびdifference-in-differences法(以下DID法) -

などがある｡以下でこれらの手法について簡単な説明

をしておく｡

まず操作変数法は､内生的説明変数tと相関し､か

つSと相関を持たない外生変数(-操作変数)の分散

によってパラメータβの一致推定を行うという方法で

ある｡操作変数をZとするならば､実際の実証分析で

はtをZおよびその他の外生変数に回帰させ､それに

よるtの予測値を用いて云ql)の推定を行うという手続

きをとる｡

RDデザインは､図1のようにある閥値Cを境に断

絶をもたらす外生変数Xによって推定を行う方法であ

る｡実際の分析では､開催付近のサンプルで､結果変

数を処置変数に回帰させるという手続きを採る｡処置

の割当について個人が閣僚付近を換作的に正確に選択

できるのでない限り､閥値付近では局所的に処置の割

当は無作為化される(Lee&Lemieux､ 2010).学級規
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図1 Regression Discontinuityデザイン

表1　Diucrence in Diffcl･CllぐeS法

処置群扉)　　　統制群(ye) 処醍群と統制蹄の差

処置前(to)　　　　　,7)も　　　　　　　y8　　　　　　ya - yB

処置後(il)　　　　　,EJ壬　　　　　　y冒　　　　　　y上房

処既前と処陛筏の簸　　　△yl　　　　　　△y-r･

模効果に関する研究では､多くの国でMaimonidesルー

ル(学牢在籍者数が学級規模上限の倍数を超えると､

学級数が1つ増え､児童･生徒が均等に分割される)

が採られているため､学牢柵ミ断絶をもたらす

Xに該当することになる｡

パネルデータ(多数の個体について複数時点で記録

されたデータ)を用いた方法としては固定効果モデル

およびDID法がある｡勾3)は線形のパネルモデ′レの典

型的な例である｡固定効果モデルは時間的に変動しな

い個体レベルの固有の効果qを各個体のダミー変数で

推定するものであり､時間的に変動しない加法的交絡

要因による内生性に対処することができる｡

lJ,.7 - ･輿′ +n､一+(り (2)

線形固定効果モデルの推定は通常､被説明変数から各

個体の時間を通じた被説明変数の平均値を減じた値を

説明変数から各個体の時間を通じた説明変数の平均値

を減じた値に回帰させることで推定が行われ､この推

定値は､漸近的には､被説明変数の階差を説明変数の

階差に回帰させることと同じものとなる｡

Dm法もパネルデータにおける方法である｡ DⅡ)法

は表1のように､処置を受けた個体の処置前と処置後

の結果の差(△yt)の平均と処置を受けない個体の前後

の結果の差(Aye)の平均の差分を処置効果とするもの

上.L/r一上Jir

である｡

実際の推定においては式(3)のモデルを推定するこ

とになる｡ jは時点を第1期(処置前)と第2期(処

置後)を示す添え字であり､ tは第2期で処置を受け

たか否かを示すダミー変数､ dは第2期に属すか否か

を示すダミ十変数である｡

yi, -Oo+,YJtL+ct2dJ +L'3t▲ ･d] +tU　　　　　　(3)

この式のパラメータと表1との対応関係は､以下のよ

うになり､関心のある処置効果に関するパラメータは

βとなる｡

JJ.l~; - ∩い

.LJLl7 - rt一日+ r-1

!/T = n.1+n._,

yミニ'.yo +{xl十(･12 +,i'3

∴△yt-△y-C-β

また､データが2時点の場合､ DID法の推定はまq4)

のような時間効果をもつ固定効果モデルと等しくなる｡

式(4)は∋和5)のように階差をとれば､個体固有の効

果について除外することができ､最小二乗法によって

処置効果βの推定値を得ることができる｡
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.U.lJ -礼.,+nJ +L～ノ+E｡　　　　　　　　　　　　川

∴ Ayり- J'3At暮J + (i)L, - ∂3_1) +Afl,　　　　　　　　持)

学級規模効果に関する実証分析ではこれらの準実験

的方法によって多くの研究がなされているが､複数の

研究の推定値の情報を統合することが､本稿のメタア

ナリシスの第1の作業課題となる｡

以上の議論は処置効果が一定であることを前提とし

たものである｡施策評価において内生性の他の重要な

問題として異質性の問題があり､これは勾6)のように

交互作用的交絡要因の問題として捉える事ができる｡

凱-tr+(3十2;17)ナt+wtS+f,　　　　　　　　　(6)

変数Zは個人レベル変数ないし処置が行われた文脈に

関する変数である｡パラメータYが非ゼロであれば､

処置効果には異質性があることになる｡変数Zについ

て社会経済的背景や性別など観察可能な個人レベルの

要因を考えるのであれば､異質性を考慮することは難

しくない｡しかし､データ内で変動しない文脈変数の

影響を考慮することはできない｡例えば､データがあ

る年の1つの自治体で採られたデータであるならば､

国･自治体レベルの教育政策の方針が処置効果にどれ

だけ作用しているかを明らかにすることはできない｡

複数の研究のパラメータ推定値自体をデータとして

扱うメタアナリシスは､このような単一の研究では考

慮することができない要因の影響を明らかにする際に

有効な方法である｡効果の推定値の相違をもたらす文

脈変数の作用の検出が､本稿のメタアナリシスの第2

の作業課題である｡

Ⅲ.対象と方法

A.対象の選定

以下の3つの基準に基づいて､メタアナリシスの対

象となる研究を選定した｡

(1)分析手法において､学級規模変数の内生性の問題を

考慮した､準実験的方法を用いていること｡具体的

には､操作変数法､ RDデザイン､ DID法､固定効

果モデルを用いた分析を対象とする｡

(2)学級規模の効果にあたる被説明変数について､標準

化されたテストのスコアを用いていること｡

(3)査読付きの学術雑誌に掲載された研究であること｡

施策評価のレポートやワーキングペーパーとしての

み公表されたものは対象としない｡

論文の検索にあたっては､ 2つの方法を用いた｡まず

第1に､教育学文献データベースERICにおいて､ "Class

Size"と'℃Hectmまたは:"Achievement"のキーワードで検

索した上で､上記の3つの条件に該当する研究をピッ

クアップした｡第2に経済学関係の英文ジャーナルの

ウェブサイトにおいて同様に論文の検索し､選定を行

ったo　対象とした雑誌は総合誌のEconomem'ca､

Amen-cm Economic Review, Jmal ofPolitt'cal Econony､

Qumlerly Jmal ofEconomics､ Review ofEconomicy mid

Studies､ Economic Jom7alおよびフィールドジャーナ

ルの　Economics of EdLCati'on Revi釧′､ EdLCation

Economics, JmLmalofHLm7m7Resmesであるoまた､

これらの過程において選定された掲載論文に引用され

た実証分析についても精査し､上記の3つの基準を満

たす論文についても加えた｡その結果､選定された研

究は22論文となった｡

メタアナリシスの対象となる22論文の概要は表1

に示されている｡対象となる研究の傾向について指摘

しておくべき点は次の3点である｡まず第1に先進国

の初等教育段階を対象とした分析が多く､数学と語

関係の教科の標準化テスト-の効果を分析したものが

多いということである｡各研究における学級規模の範

囲は概ね15-40人の範囲にある｡

第2に用いられた方法としては換作変数法が圧倒的

に多数を占めるということである｡操作変数法におい

て操作変数として用いられているのは､学級規隣の学

年平均(Akerhielm､ 1995)もしくぽTdaimonidesHルー

ノUB)によって学年児童生徒総数から予測される学級規

模である(Angrist&Lavy､ 1999)｡その他の手法につい

ては､ RDデザインが3研究､ DID法が1研究､固定

効果モデルにのみ基づいた研究が2研究となっている｡

第3に､定式化には㌍β｡+β1 (学級規模) +…とい

う線形モデルが多く用いられているということである｡

この定式化は学級規模の限界効果は規模によらず一定

であることを意味している｡線形モデルによって推定

された効果は､学級規模1人増加につき-0.07標準偏
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差(Boozer&Rouse､ 1999) ～+0.01標準偏差

のobbelsteen at alへ　2002)と幅広い｡線形でない効

果を想定した研究としては､説明変数に学級規模の2

乗項を加え､最適頒横があることを前提としたものが

2研究(Borland et a1.､ 2005Datar&Masm､ 2008) ､

説明変数に学級規模の対数を用い､限界効果が学級規

模に反比例することを前提としたものが2研究ある

Qioxby､ 2000; JakLibowski&Sakowski2005) o

B.分析モデル

変量効果モデルによるメタアナリシスは､下式(7)

のように表現される｡ β.はi番目(i=1､ 2…n)の研究

における推定値､ cf.はその標準誤差､ T2は研究間分散

である｡

.L3i -/I+I.i+li　　　　　　　　　　　　　　(7)

ぞi ～ N(0,gぎ)

.･- -.＼･一to. T--')

これは階層線形モデルの1種であり､第1展覧階の誤差

己の分散が既知のモデルである(Raudenbush&Bryk､

2002:Ch7) ｡各研究を統合した両ま平均的効果を示すパ

ラメータである｡pの事前分布をN(po､ 02｡)とすると､

i2が与えられた下でのpの推定値は式(8)のようなβ

と恥の加重平均として表現される｡

i-i - u･仙+ ∑,ul譲

り二il

(,.ド

60-2 + ∑;'=1(C,チ+ 712)-1

(〟? + r'-')yrl

uod2 + ∑2'tw_1(q22 + T2)-I

(8)

この式から､ pの事前分布の分散62｡が小さいほど､事

前情報がpの値に反映されやすく､推定値の標準誤差

が小さい研究のウェイトがより大きくなることが分か

る｡つまり､メタアナリシスによる統合は､事前降板

と各研究の推定値の精度の大小を考慮して行われるの

である｡

本稿のメタアナリシスに用いる分析モデルは､ ≡q9)

のような各研究の学級規模の効果の推定値を被説明変

数とした変量効果モデルである｡

-iiJ -FL+ t･. +t.J (9)

･L,i ～ jV'(0, 72)

Au･ - ,BiJ
_～_.

yar(fij) - Uar(,a.131)

云q9)におけるAijは研究i､モデルjにおける学級規模

の効果であり､学級規模1人増加によるスコアの変動

分(単位-標準偏差)である(4) ｡各研究では､推定法

や被説明変数､統制変数の相違によって複数のモデル

の推定が行われており､定式化の相違を反映させるた

めに､ 1つの研究の中の複数の推定値をデータとして

用いる｡ただし､各研究で推定したモデルの数に応じ

てウェイトを加重する｡例えば5つのモデルによる5

つの推定値を含む研究では各モデルに1/5のウェイト

を掛け､ 2つの推定値を含む研究では各モデルに1/2

のウェイトを掛ける｡ Ilは全ての研究･定式化から推

定された平均効果である｡己は推定値固有の誤差であ

り､その分散は各研究に記載されている係数の標準喜呉

差を2乗した値である｡1)は研究レベルの特性であり､

平均0､分散jの正規分布に従うと仮定するo　この式

(9)のモデルを用いた分析の目的は既存研究を統合す

ることによって､平均的な効果を推定することにある｡

云q9)については､さらに説明変数を加えた下式(10)

のようなモデルを考えることができる｡ Zは説明変数

の行ベクトルである｡

上り-IL+法り｢十L.,十亡-り　　　　　　　　　　(10)

説明変数として考えられるのは､データの取られた

国･地域における特質や制度､あるいは研究に関する

メタレベルの変数(サンプルの性質や方法の相違)な

どのコンテクスト変数が考えられる.主qlO)のモデル

を用いた分析の目的は､学級規模効果の推定値の研究

ごとの相違を考察することにある｡

Ⅳ.メタアナリシス

A.既存研究の統合

まず､式(9)のモデルによって既存研究の統合を行
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準実験的手法による学校規模効果研究のメタアナリシス

う.分析は､ pについて2つの事前分布を設定したベ

イズ推定によって行う｡第1の事前分布は､平均0､

分散1002の正規分布であるoこの分散の大きな事前分

布は実質的に事前情報が分析に影響を与えないことを

意味している.第2の事前分布は､平均-0.022､分散

0.0072の正規分布であり､この事前分布は実験および

マッチングによる研究を対象にメタアナリシスを行っ

たGoldstein etal.(2000)の推定値に基づいている.メタ

アナリシスにおけるサンプルサイズも小さいことから､

この小さな分散の事前分布は､事前情報がデータの情

報と統合され､分析に反映されることを意味する｡パ

ラメータ推定はギブズサンプラーによって行う｡

表3はパラメータの推定結果を示したものである｡

上段さ滴珍性(限界的効果は一定)を想定した18研究

を対象としたメタアナリシスの結果である｡中蘭ま非

先進国における推定値を除外した結果である(5) ｡パラ

メータpは各研究を統合した平均効果であり､数値は

学級燥院が1人増加した時に学力テストのスコアが何

標準偏差変動するかを示したものである｡事前分布の

設定によって結果は異なっており､第2の事前分布を

用いた分析では若干効果が大きく推定されているが､4

つの推定値から総合すると､学級規模1人減少につき､

スコアが0.013標準偏差増加する程度の効果があると

いうことができる｡ 90%区間推定値では0.007-0.019

標準偏差となっている｡効果の線形性を前提とすれば､

これは､学級規模を40人から30人-と縮小した時に

偏差値(平均50､標準偏差10)にして1-2上昇させ

る程度の効果となる｡

上記の推定値は線形モデルを用いた研究のみを対象

とした分析である｡ 3節でも述べたように､非線形効

果を想定したものが4研究あり､定式化が異なるため

メタアナリシスに反映させることができない｡具体的

には､ Borland etal.(2005)とDatar&Mason(2008)は説明

変数に学級規模の2乗項が含まれており､ Hoxby(2000)

とJakubowski&Sakowski(2005)は学級規模の対数を説

明変数として用いている｡これらをメタアナリシスに

含めるために､以下のような形で線形近似する｡学級

規模の取りうる範囲がmin人からmax人であるとする

と､線形近似のアイディアは､式(ll)のように被説

明変数をm血-max人の範囲を1人単位で分節化し､限

界効果について考えるというものである｡

AiJ - lil+ 11㌔ +fi3･

I-all(,).,n..,)

0

0　　　　　　　　　　　　0

1'‖小リノ…十l) .-　　　　tl

(ll)

u 0 rLJ1･(Fり棚方-1 )

‖)線形モデルの時ry-tl+･jl/'S+･ I)

ユりk -βり

1′'ar(<りA.) ≡ ray(仇] )

k- mm｡-mLZXリーl

E2)説明変数に学級呪隈,7) 2条項を含む時(.'J = α- Jj]CS+;32r■S2 ⊥ -tl

ふJk - 31｡ -(2L'-i)β叫

rart'{り^) - ll12L + 1】1-or(β誹1･2k+ ll'

(3)説明変数が等故規模の対数である時(.7J-α+3hlCS十･ )

ユりA

rar((りた)

βリ

(k+0..5)

rElr(8.J )

被説明変数である△1,は(max-min)×1のベクトルとな

る.その要素△臥kは､学級規模がk人からk+1人に増

加した時の限界効果である｡ △の要素については上記

の通り､線形モデルの場合､限界効果は一定であるた

め全て同一であり､一方で非線形モデルの場合は区間

によって限界効果は異なるため､異なる値をとる｡

表3下段は式(ll)について分析を行った結果を示

している｡式(9)と同様にパラメータ両こついて2

種類の事前分布を設定し､ギブズサンプラーによって

パラメータを推定した｡表から学級規模1人減少につ

きスコアが0.01標準偏差前後増加する程度の効果があ

るということが読み取れる｡線形モデルに基づいた研

究を対象とした場合に比べて､非線形モデルに基づい

た研究を含めた場合には平均効果はやや小さくなって

いる｡
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表3　線形モデルのメタアナリシスの結果

1)線形モデル

事前分布N(0,1002)

事後平均　　90%CI下限　　90%CI上限

p　　　　-0.01 1 86　　　-0.01707　　　-0.00697

で　　　　　　0.00941　　　　0.00510　　　　　0.01492

研究数18､モデル数83

2)線形モデル(途上国を除外)

事前分布N(0,1002)

事後平均　　90%CI下限　　90%CI上限

p　　　　-0.01 1 81　　　-0.01715　　　10.00683

I 0.00939　　　　　0.00484　　　　　0.01517

研究数16､モデル数75

3)線形モデル+非線形モデル

事前分布N(0,10が)

事後平均　　90%CI下限　　90%CI上限

p　　　　-0.00852　　　10.01325　　　-0.00414

I 0.0095 1　　　　0.00587　　　　　0.01427

研究数22､モデル数100

B.異質性の考察

前項では複数の研究における推定値を統合し､平均

的効果を明らかにするという目的でメタアナリシスを

行ったが､この項では各研究の推定値の異質性に着目

し､その要因について明らかにすることを試みる｡

異質性を説明する要因としては大きく分けて､方法､

データの特質､制度･政策の3つの要因が考えられる｡

以下では試論的にではあるが､これらの3つの要因に

ついて分析することとしたい｡分析は式(10)のモデ

ルに従って行う｡

1.方法に関する要因

2節で観察データを用いた施策評価の分析方法を紹

事前分布N(-0.022D.0072)

事後平均　　90%Cl下限　　90%CI上限

L1　　　-0･01353　　　-0.01707　　　-0.01707

T 0.00973　　　　　0.005 10　　　　　0.00510

研究数18､モデル数83

事前分布N(-0.022,0.0072)

事後平均　　90%CI下限　　90%CI上限

L1　　　-0,01352　　　-0.01707　　　-0.01707

7　　　　　　0.00975　　　　　0.00510　　　　　0.00510

研究数16､モデル数75

事前分布N(-0.022,0.0072)

事後平均　　90%CI下限　　90%CI上限

p　　　　-0.01 042　　　-0.01534　　　-0.00608

7　　　　　　0. 00998　　　　　0. 00622　　　　　0. 0 1 493

研究数22､モデル数100

介したが､特定の方法の採用自体が系統的に処置効果

の推定に影響を与えている可能性がある｡既存研究に

おける実際の分析方法は大まかに､クロスセクション

データを用いた操作変数法･ RDデザイン､パネルデ
ータを用いた方法(固定効果モデル､ DⅡ)紘)に分け

られる｡パネルデータでも換作変数法､ RD法を用い

ることは考えうるが､パネルデータを用いた分析では

基本的にを潮Jlされない非時変的要因の統制に主眼が

あるため､メタアナリシスではパネルデータの使用の

有無に着目して分析する｡

表4の(1)は､パネルデータを用いた方法か否かとい

う2つのダミー変数を説明変数として投入した分肝の

結果である｡表ではダミー変数の係数の点推定値が正
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の値となっており､標準誤差が大きいため断言は控え

るべきではあるが､ RDデザイン､パネルデータを用

いた分析は操作変数法による分析と比較して､学級規

模の効果は小さめに推定されるということを示してい

る｡

2.データの特質に関する要因

第2に考えられる要因は､分析対象となるサンプル

の特質に関する要因である｡学級夫尉英の効果に関する

研究について言えば､データはどの学年について収集

されたのか､データにおいて学級規模の取りうる値は

どの範囲にあるのか､という点などが具体的に挙げら

れるであろう｡後者は言いかえれば､学級朝英の限界

効果は規模に対して一定なのかという線形性の問題で

ある｡

表4の(2)では､対象学年に関する2つのダミー変

数-第3学年以下か否か､第7学年以上か否か-

と､データにおける学級規模の平均の値､その2乗､

学級規模の標準偏差を説明変数とした分析の結果を示

している｡表より次の2点が指摘できる｡まず第1に

第7学年以上のダミー変数の値が正の値となっており､

学級規隈の影響は中等教育段階で小さくなる｡そして

表4説明変数を伴うのメタアナリシスの結果

第2に学級規模の増減による限界効果は一定ではなく､

それゆえ学校規模の効果に非線形性がある｡

Glass&Sm地(1978)のメタアナリシスでは規模が小さ

くなるほど限界効果が大きくなるという点を示したが､

この分析では異なる結果を得ている｡学級規模が小さ

くなるほどその限界効果が大きくなるならば､学級規

模平均の係数は正になり､その2乗項の係数は0また

は正になるはずであるが､本分析では2乗項の係数の

点推定値は負の値となっており､学級規模が27人以上

の区間では学級規模が′J､さくなるほど限界効果は′J､さ

くなるという関係がみられる｡

3.政策的.制度的要因

第3は地域･国レベルの要因である｡通常のデータ

収集は特定の地域･国で行われるため､地域･国レベ

ルで変動する要因については考慮することができない｡

地域･国レベルの要因としては最も重要なのが政策

的･制度的要因である｡学級規模の効果に関して言え

ば､労働条件などの教員の質や需給関係に関わる政策

的要因､教員の職能成長に関わる制度が影響を与えう

る候補として考えられる｡本稿の分析ではデータの制

約から教員の給与水準のみを対象とする｡

事後平均　標準誤差　90%CT下限　90%Cl上限　収束判定統計量

定数項
RD

パネルデータ

-0.01 354　　0.0041 0　　　-0 02027　　　-0,00687

0.007 1 2　　0.00789　　　-0.00585　　　　0.02007

0.00230　　0 00680　　　-0 00902　　　　0 01315

0.00995　　0 00334　　　　0 00516　　　　0.01598

10.30822

-0.45886

0.95168

1.27175

研究数18､モデル数84

事後平均　標準誤差
-0.09627　　0 04060

0.00340　　0. 00424

0.01 008　　0.00501

0. 00660　　0. 00343

_0.01234　　0.00692

-0.00089　　0,001 1 8

0 00798　　0.00282

90%CI下限　90%CI上限　収束判定統計量

定数項
第3学年以下

第7学年以上

学級規模平均
学級規模平均2乗/100

学級規模標準偏差
て

研究数18､モデル数84

-0 16271

10. 00339

0.00196

0. 00096

-0.023 83

-0. 00284

0.0041 5

-0.0301 7

0.01053

0.01 847

0,01226

-0.00102

0.00104

0.01315

ー0.97563

0.29141

1.2203 1

0.54316

-0.56698

0.08695

-0.345 60

事後平均　標準誤差　90%CI下限　90%CI上限　収束判定統計量

定数項　　　　　　　　　　　　　　　　-0.021 1 5　　0 01 327　　　-0.04350　　　-0.00030　　　　10. 1 8561

1 5年目教員給与/ 1人あたりGDP 0.0076 1　0.01 08 1　　-0.00974　　　0.02563　　　　　0.01771

I 0.01080　　0.00359　　　　0.00593　　　　0.01735　　　　　　0.655 1 0

研究数14､モデル数65
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表4の(3)は給与水準を説明変数として加えた分析

である｡給与水準のデータは国レベルのデータであり､

OECDのEducation at a Glanceにおける15年勤務教員

給与の対1人当たりGDP比である｡表から､係数の

点推定値は正の値となっており､給与水準が高い国で

は学級規供の影響は小さくなるという隈係が見出せる｡

ただしパラメータ推定における精度が小さく､区間推

定値が正負に跨っているため､あくまでも参考にとど

めるべき結果であるが､給与水準が学級娘険の効果に

影響を与えるという可能性が見出せる｡海外の学級規

模効果に関する実証研究として参照される機会が多い

のは教員給与水準の低いアメリカのものであるが､そ

の知見(特に学級規模縮小の効果があるという知見)

が日本などの比較的教員給与水準が高い国にも当ては

まるかは留意する必要がある｡

Ⅴ.まとめ

学級規模に関する因果的推論を重視した実証分析は

我が国においては本格化していないが､数千億円のオ
ーダーで生じる教員給与費負担に照らせば､効果に関

する政策評価は不可欠である｡本稿では､準実験的方

法による既存の学級規模効果研究について､メタアナ

リシスによって､統合と異質性の要因分析の2つの作

業を行った｡

変量効果モデルに基づいた既存研究の統合において､

学校規模の平均的改善効果は1人減少につき､ 0.013

標準偏差程度であることが明らかにされた｡これは､

あくまでも線形性を前提とした既存研究のメタアナリ

シスによる結果であるが(6)､その大きさについて､実

質的に効果があると言えるかは微妙なところである｡

その判断は個々人の主観的判断によるとも言えるが､

代替手段の存在の有無に依存しており､実証的かつ多

角的に議論されるべきものでもある｡また､既存研究

における推定値の異質性の要因分肝では､学級規模縮

小による改善効果は初等教育の場面に限定されること､

学級規模の限界効果は一定ではなく､効果に非線形性

があること､必ずしも学級規模が小さいほどより効果

(限界的効果)が大きくなるとは言えないことが明ら

かにされた｡また､教員給与水準の相違も学級規模の

効果に影響を与えうる可能性が見出された｡

今後の課題としては､異質性の要因分析の発展が挙

げられよう｡特に政策的･制度的要因の考察について

は本稿での分析は試論的なものであり､非常に限定的

なものであったが､その含意から考えれば最も必要な

ものであると考えられる｡仮に定数改善による学級規

模縮減施策を行うとすれば､どのような環境の下でよ

り効果的となるのか､総額裁量制と財政的制約の下で

どのような資源配分をすればよいのかという点につい

ての分析は教育政策･教育財政研究における喫緊の課

題である｡またそのためにも基礎的な作業として､研

究が行われたコンテクストに関する比較可能な情報の

収集も求められるのである｡

注

(1)学院規模の効果のメタアナリシスとしてよく知られ

ているGlass&Smith(1979)によれば､ 1970年代までの

学級規模効果研究は､実験的手法導入以前の第1期

(1895-1920年)実験的手法が導入された第2期

(1920-1940年) ､大規模調査データの分析による第3

期(1950-1970年)､個別軸受法を対象とした第4期

(1970年～)に分けられているという｡
cZ)例えば､学級競供劾果研究で最も引用されるテネシ

ー州のSTAR (Student TeacherAchievement Ratio)プロ

ジェクトにおける政策実験に関して､処置群と統制群

間の児童の移動や児童のatbitionによって､無作為割

り当てが不十分であったことは既に指摘されるところ

である　如anushek, 1999)0

(3) 'Maimonides"ルールとは､学年在籍者数が学級夫尉英

の上限の倍数を超えた場合､学級数を1つ増やし､均

等に児童･生徒数を配分するルールである｡日本も基

本的にこのルールによって運用されている｡このルー

ルが操作変数法及びRD法に適すのは､このルールに

よる決まる学級規模が外生変数となるからである｡
(4) βは各論文の係数の数値を記述統計に記載されて

いる被説明変数の標準偏差で除した数値である｡標準

誤差についても同様である｡

(5)除外したのは､バングラデシュの中等学校を対象と

したAsadullah(2005)､ボリビアの中等学校を対象とし

たUrquiola(2006)および､ Woessmarm&West(2005)にお

けるルーマニアとスロベニアの推定値である｡
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(6)例えば､学級規模が40人から30人に変化した場合､

0.13標準偏差程度の改善ということになる｡ PISAや

TIMSSといった国際学力調査で標準偏差は100ポイン

トであり､これらのスコアでいえば､ 0.13標準偏差の

改善は13ポイントの上昇ということになる｡偏差値で

いえば50から51.3になる程度の効果である｡
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